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株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、当社は平成24年９月30日をもちまして、第166期（平成24年４月１日から平成

25年３月31日まで）の上半期を終了しました。ここに当社および当社グループの営業の
概況ならびに中間決算の内容につきましてご報告申し上げますので、ご高覧賜りますよ
うお願い申し上げます。

当中間期のわが国経済は、内需を中心に持ち直しの動きが見られたものの、円相場の
高止まりや長引く欧州債務危機問題を背景に、景気の先行きは不透明な状態が続いてお
ります。

物流業界におきましては、輸出貨物は依然として回復に向かう兆しが見えず、一般消
費財を中心に増加傾向にあった輸入貨物も足踏み傾向となり、国内貨物においても軟調
に推移しました。不動産賃貸業界においても都市部のオフィスビルの空室率は減少した
ものの、賃料相場は弱含みで推移するなど、事業環境は厳しいものとなっております。

このような情勢のもと、当中間期における当社グループの連結業績は、不動産事業お
よび国内物流業務が増収となったものの、輸出入貨物の取扱い減少により、営業収 
益、営業利益、経常利益、中間純利益の各指標とも前年同期を下回る結果となりました。

当中間期におきましては、物流事業においては、一般消費財を中心に流通加工業務の
拡販を進めたほか、海外現地法人においては、昨年開設したベトナム現地法人のハノイ
支店などを中心に営業力の強化を進めてまいりました。また、不動産事業において 
は、前期より稼働しました賃貸用寄宿舎「ドーミー三宮」が期初より業績に寄与してお
りますことと新たなテナントを誘致し安定的な利益を確保するなど、澁澤グループの経
営基盤の強化に努めてまいりました。

当中間期の配当金につきましては、従来からの利益水準を考慮した安定的配当を行う
方針に基づき、当初の予定どおり１株につき３円50銭とさせていただきました。

今後も引き続き、役職員一同、企業価値の増大へ向けて邁進してまいりますととも 
に、「チャレンジ、クリエイト、コオペレイト　すべてはお客様のために」を経営モッ
トーに、お客様第一、現場第一、安全第一を貫徹し、お客様や社会から確かな信頼を得
られる企業であり続けることを目指してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援、ご鞭撻を賜りますようお願
い申し上げます。

平成24年12月

代表取締役社長

T O P  M E S S A G E

株主の皆様へ

財務ハイライト（中間）

第166期第164期 第165期

79,123
86,276

78,493
88,487 83,32386,677

個別 連結

● 総資産 （単位：百万円）

第166期第164期 第165期

30,336 32,329
29,823

32,084 30,098
32,435

個別 連結

● 純資産 （単位：百万円）

第166期第164期 第165期

4.55 5.04
3.92

5.41

9.49

11.52
個別 連結

● 1株当たり中間純利益 （単位：円）

第166期第164期 第165期

23,962
27,353

23,953
27,489

23,992
27,643

個別 連結

● 営業収益 （単位：百万円）

第166期第164期

1,048 1,138
1,326

1,517

第165期

1,329
1,434

個別 連結

● 経常利益 （単位：百万円）

第166期第164期 第165期

345 382
298

411

721

875
個別 連結

● 中間純利益 （単位：百万円）

当社創業者  澁澤 榮一

　当社は、「論語」思想に基づく「道徳経済
合一説」を実践し、我が国近代経済社会の基
礎を築いた澁澤榮一によって、明治30年（西
暦1897年）に創業されました。
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セグメント別の概況

物流事業

4,6784,785 4,615

第164期 第165期 第166期

営業収益（中間）（単位：百万円）

2,7282,801 2,759

第164期 第165期 第166期

営業収益（中間）（単位：百万円）

13,96413,533

第164期 第165期 第166期

13,946
営業収益（中間）（単位：百万円）

1,8841,994

第164期 第165期 第166期

2,122
営業収益（中間）（単位：百万円）

■ 倉庫業務 寄託を受けた貨物の倉庫保管を行うとともに、庫入・庫出作業
およびこれらに伴う諸作業を行う業務

　荷役料収入は前年同期並みに止まりましたが、保管料収入が増加し、営業
収益は前年同期比6千3百万円（1.4%）増の46億7千8百万円となりました。

■ 港湾運送業務 港湾において船内荷役、沿岸荷役、はしけ運送、上屋保管
およびこれらに伴う荷捌を行う業務

　輸入貨物の取扱いは増加したものの、在来船貨物に係る船内荷役業務など
の輸出貨物の取扱いが減少したことにより、営業収益は同３千万円（1.1％）
減の27億２千８百万円となりました。

■ 陸上運送業務 国内における貨物自動車運送業務およびこれに伴う荷捌を
行う業務

　震災対応に伴う長距離輸送の取扱いが減少した一方、一般消費財の輸配送
業務や流通加工業務の取扱いが増加し、営業収益は同１千７百万円（0.1％）
増の139億６千４百万円となりました。

■ 国際輸送業務 国際一貫輸送業務、国際航空貨物運送業務およびこれらに
伴う荷捌を行う業務

　航空貨物の緊急輸送の取扱いが大幅に減少したうえに、海上貨物の取扱い
も減少に転じ、営業収益は同2億3千7百万円（11.2%）減の18億8千4百万円
となりました。

不動産事業

　平成24年２月竣工の賃貸用寄宿舎「ドーミー三宮」が寄与したことやビ

ルメンテナンスなどの管理料収入が増加したことにより、営業収益は前年

同期比５千８百万円（1.7％）増の34億３千８百万円となりました。営業

費用は、固定資産取得に伴う一時費用が増加し、同２億１千３百万円

（11.6%）増となりました。以上により、営業利益は、前年同期比１億５

千４百万円（10.1%）減の13億８千万円となりました。

　この結果、物流事業全体の営業収益は前年同期比2億2千7百万円（0.9%）

減の239億7千8百万円となりました。営業費用は前年同期並みの232億3

千7百万円となりました。以上により、営業利益は、前年同期比2億7百万

円（21.9%）減の7億4千万円となりました。

物流事業【87.5%】

不動産事業【12.5%】

● 倉　庫　業　務
● 港 湾 運 送 業 務
● 陸 上 運 送 業 務
● 国 際 輸 送 業 務
● その他の物流業務

【19.5%】
【11.4%】
【58.2%】
【  7.9%】
【  3.0%】

【セグメント別構成比】

3,438

第166期

3,385

第164期

3,379

第165期

営業収益（中間）（単位：百万円）

23,978

第166期

23,925

第164期

24,205

第165期

営業収益（中間）（単位：百万円）
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● 当中間期の経営成績

この結果、当中間期の営業収益は、不動産事業お
よび国内物流業務が増収となったものの、輸出入貨
物の取扱い減少により、273億５千３百万円、営業
利益は13億２千１百万円と前年同期を下回る結果
となりました。経常利益は、資金調達費用は減少し

たものの営業利益の減少により、前年同期比２億９
千５百万円（20.6％）減の11億３千８百万円、当
中間純利益は、投資有価証券評価損を特別損失と 
して計上したことにより、同４億９千２百万円

（56.3％）減の３億８千２百万円となりました。

営業の概況【連結】

● 通期の見通し

下半期は、世界経済の停滞感が強まっているこ
とや中国などの新興国の経済が減速しているこ 
と、また円 高 が 継 続していることを考 慮 する 
と、わが国経済は、依然として厳しい状況が続く
ものと思われます。

通期の業績は、国際輸送業務および陸上運送業

務で減収が見込まれるものの、倉庫業務および不
動産事業が堅調に推移すると推測されることか 
ら、営業収益については前期並み、また、不動産
事業の利益の増加もあり営業利益、経常利益、当
期純利益はいずれも前期を上回るものと予測して
おります。

中間連結決算の概要

科　　　　目 当中間期
平成24年 9 月30日現在

前中間期
平成23年 9 月30日現在

前　　期
平成24年 3 月31日現在

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 19,713 23,696 21,685

固 定 資 産 66,555 62,964 63,120

有 形 固 定 資 産 55,811 52,342 51,538

無 形 固 定 資 産 798 699 727

投 資 そ の 他 の 資 産 9,945 9,922 10,853

繰 延 資 産 7 17 12

資 産 合 計 86,276 86,677 84,817

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 20,250 13,576 13,713

固 定 負 債 33,696 40,666 38,539

負 債 合 計 53,946 54,242 52,253

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 31,622 31,768 31,507

資 本 金 7,847 7,847 7,847

資 本 剰 余 金 5,663 5,663 5,663

利 益 剰 余 金 18,130 18,277 18,016

自 己 株 式 △ 19 △ 19 △ 19

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 34 83 396

少 数 株 主 持 分 672 582 661

純 資 産 合 計 32,329 32,435 32,564

負 債 及 び 純 資 産 合 計 86,276 86,677 84,817

中間連結貸借対照表（要旨）� （単位：百万円）

当中間期におけるわが国経済は、内需を中心に
持ち直しの動きが見られたものの、長引く円高や
欧州債務危機問題、新興国の成長に陰りがみられ
るなど景気の先行きは不透明な状態で推移いたし
ました。

物流業界におきましては、輸出貨物は減少傾向

が継続し、消費財を中心に増加傾向にあった輸入
貨物や堅調に推移していた国内貨物も減少傾向に
転じました。不動産賃貸業界においても都市部の
オフィスビルの空室率は減少したものの、賃料相
場は弱含みで推移しました。

● 当中間期の事業環境

このような事業環境のもと、当社グループは、中
期経営計画「SUCCESS 2012」の事業戦略に沿っ
た営業活動を積極的に展開いたしました。物流事業
においては、一般消費財を中心とした国内輸配送業
務や流通加工業務の拡販を行ったほか、海外現地法

人においては営業力の強化を進めてまいりまし 
た。また、不動産事業においては、既存施設の計画
的な保守、改良工事を実施し、現有資産の付加価値
向上に努めました。

● 当中間期の事業概況
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科　　　　目 当中間期
自  平成24年 4 月 1 日
至  平成24年 9 月30日

前中間期
自  平成23年 4 月 1 日
至  平成23年 9 月30日

前　　期
自  平成23年 4 月 1 日
至  平成24年 3 月31日

営 業 収 益 27,353 27,643 53,496

営 業 原 価 24,481 24,482 47,658

営 業 総 利 益 2,871 3,161 5,838

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,550 1,550 3,115

営 業 利 益 1,321 1,610 2,722

営 業 外 収 益 203 245 434

営 業 外 費 用 385 421 780

経 常 利 益 1,138 1,434 2,377

特 別 利 益 － 115 136

特 別 損 失 426 105 349

税金等調整前中間（当期）純利益 712 1,444 2,164

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 316 548 101

法 人 税 等 調 整 額 － － 1,083

少 数 株 主 損 益 調 整 前
中 間（ 当 期 ） 純 利 益 395 896 980

少 数 株 主 利 益 12 20 49

中 間（ 当 期 ） 純 利 益 382 875 930

中間連結損益計算書（要旨）� （単位：百万円）

科　　　　目 当中間期
自  平成24年 4 月 1 日
至  平成24年 9 月30日

前中間期
自  平成23年 4 月 1 日
至  平成23年 9 月30日

前　　期
自  平成23年 4 月 1 日
至  平成24年 3 月31日

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 2,020 953 3,546

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 6,414 △ 4,590 △ 5,381

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 2,167 4,094 2,158

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 1 △ 9 △ 10

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △ 2,223 446 313

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 8,547 8,234 8,234

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高 6,323 8,681 8,547

中間連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）� （単位：百万円）

中間個別決算の概要

中間損益計算書（要旨）� （単位：百万円）

科　　　　目 当中間期
自  平成24年 4 月 1 日
至  平成24年 9 月30日

前中間期
自  平成23年 4 月 1 日
至  平成23年 9 月30日

前　　期
自  平成23年 4 月 1 日
至  平成24年 3 月31日

営 業 収 益 23,962 23,992 46,402
営 業 原 価 21,359 21,077 41,044
営 業 総 利 益 2,603 2,914 5,357
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,397 1,420 2,831
営 業 利 益 1,205 1,493 2,526
営 業 外 収 益 180 228 399
営 業 外 費 用 338 392 696
経 常 利 益 1,048 1,329 2,229
特 別 利 益 － － 312
特 別 損 失 424 96 344

税 引 前 中 間（ 当 期 ）純 利 益 623 1,233 2,197

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 278 512 40
法 人 税 等 調 整 額 － － 1,018
中 間（ 当 期 ） 純 利 益 345 721 1,139

科　　　　目 当中間期
平成24年 9 月30日現在

前中間期
平成23年 9 月30日現在

前　　期
平成24年 3 月31日現在

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産 15,147 18,847 17,045
固 定 資 産 63,969 64,459 60,527

有 形 固 定 資 産 51,886 48,291 47,584
無 形 固 定 資 産 766 669 697
投 資 そ の 他 の 資 産 11,316 15,497 12,245

繰 延 資 産 7 17 12
資 産 合 計 79,123 83,323 77,585

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 16,592 14,110 9,892
固 定 負 債 32,195 39,115 37,082
負 債 合 計 48,787 53,225 46,974

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 29,644 29,375 29,564

資 本 金 7,847 7,847 7,847
資 本 剰 余 金 5,660 5,660 5,660
利 益 剰 余 金 16,156 15,886 16,076
自 己 株 式 △ 19 △ 19 △ 19

評 価 ・ 換 算 差 額 等 691 723 1,045
純 資 産 合 計 30,336 30,098 30,610
負 債 及 び 純 資 産 合 計 79,123 83,323 77,585

中間貸借対照表（要旨）� （単位：百万円）

中間連結決算の概要（つづき）
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◦住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関である
三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

◦未払配当金の支払いについて
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年の3月31日まで

定 時 株 主 総 会 6月

基 準 日 定時株主総会の議決権 3月31日
期末配当金 3月31日
中間配当金 9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ公告して
定めた日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

特 別 口 座 の
口 座 管 理 機 関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵 便 物 送 付 先

（電話照会先）

〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店
および全国各支店で行っております。

公 告 方 法 電子公告の方法により行います。ただし、事故
その他やむを得ない事由によって電子公告を
することができない場合は、日本経済新聞に掲
載して行います。
なお、電子公告は次のホームページアドレスに
掲載します。
http://www.shibusawa.co.jp/

株 主 メ モ

本 店 東京都江東区永代2丁目37番25号
〒135-8513　電話（03）5646-7220（代表）

ロジスティクス営業本部 　 本 店 同 所 在 地

営 業 管 理 部 　 本 店 同 所 在 地

国 際 営 業 部 　 本 店 同 所 在 地

広 域 営 業 部 　 本 店 同 所 在 地

引 越 営 業 支 店 　 本 店 同 所 在 地

東 京 支 店 　 本 店 同 所 在 地

横 浜 支 店 横浜市中区海岸通3丁目9番地
〒231-0002　電話（045）201-7535

北 関 東 支 店 さいたま市北区大成町4丁目914番地1
〒331-0815　電話（048）654-8801

中 部 支 店 愛知県小牧市入鹿出新田822番地
〒485-0084　電話（0568）76-4597

大 阪 支 店 大阪市港区築港4丁目1番11号
〒552-0021　電話（06）6573-9100

神 戸 支 店 神戸市中央区港島1丁目5番地8
〒650-0045　電話（078）940-6008

中国・九州支店 福岡県糟屋郡新宮町下府2丁目9番26号
〒811-0112　電話（092）962-6070

不 動 産 営 業 本 部 　 本 店 同 所 在 地

不 動 産 部 　 本 店 同 所 在 地

本店および主要な事業所（平成24年 9 月30日現在）株式の状況  （平成24年 9 月30日現在）

発行可能株式総数 ���������������������������������240,000,000株

発行済株式の総数 ������������������������������������76,088,737株
（自己株式53,931株を含む）

株主数 ������������������������������������������������������������������� 3,166名

大株主
株　　主　　名 持 株 数 持株比率

（千株） （％）

㈱ドン・キホーテ 7,241 9.5

東京海上日動火災保険㈱ 6,340 8.3

清水建設㈱ 3,749 4.9

みずほ信託銀行㈱退職給付信託みずほコーポレート
銀行口再信託受託者資産管理サービス信託銀行㈱ 3,748 4.9

プロスペクト ジャパン ファンド リミテッド 3,008 4.0

㈻帝京大学 2,075 2.7

中央不動産㈱ 2,058 2.7

㈱埼玉りそな銀行 2,000 2.6

日本ゼオン㈱ 1,670 2.2

日本興亜損害保険㈱ 1,613 2.1

（注）�持株比率は自己株式（53,931株）を控除して計算しております。

● 所有者別株式分布

その他国内法人
43.55％

証券会社
0.60％

金融機関
35.16％

外国法人等
  9.29％

個人・その他
11.33％

自己株式
  0.07％

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~
（注）�本報告書に記載の金額および株式数は、表示単位未満の端数を切捨

てとし、また、百分比につきましては、表示単位未満の端数を四捨
五入して表示しております。

会社概要  （平成24年 9 月30日現在）

商 号 澁澤倉庫株式会社
（ 英 文 表 記 ） The Shibusawa Warehouse Co., Ltd.
所 在 地 東京都江東区永代二丁目37番25号
創 業 明治30年（1897年）3月30日
設 立 明治42年（1909年）7月15日
資 本 金 7,847百万円
グループ就業人員数 1,099名
営 業 種 目 倉庫業、陸上運送業、海上運送業、港湾運送業、陸上・海上・航

空運送の取扱業、陸海空複合貨物運送業及びその取扱業、通関
業、医薬品・医薬部外品・化粧品及び医療機器の包装・表示及び
保管業、不動産の売買・仲介・管理及び賃貸業、情報システムの
企画・開発・販売及び運営管理業、労働者派遣業ほか

役　　員  （平成24年10月 1 日現在）

※ 取 締 役 会 長 犬 塚 靜 衞
※ 取 締 役 社 長 

兼社長執行役員 笠 原 伸 次
※ 取 締 役 副 社 長 

兼副社長執行役員
社長補佐、不動産事業・管理部門管掌、
コンプライアンス・内部統制担当 齋 藤 秀 一

取 締 役 
兼常務執行役員 管理本部長 柏 原 治 樹
取 締 役 
兼常務執行役員 ロジスティクス営業本部長兼広域営業部長 今 井 惠 一
取 締 役 
兼常務執行役員 大阪支店長 鍋 雅 信
取 締 役 松 本 伸 也
常 勤 監 査 役 川 上 芳 夫
監 査 役 福 嶋 邦 雄
監 査 役 庄 籠 一 允
監 査 役 宍 戸 道 夫
監 査 役 志々目　昌　史

（注）� 1.�※印は代表取締役を示しております。
� 2.�取締役松本伸也氏は、社外取締役であります。
� 3.�監査役庄籠一允、宍戸道夫、志々目昌史の3氏は、社外監査役であります。

執行役員 （平成24年10月 1 日現在）

上記以外の執行役員は、以下のとおりであります。
常 務 執 行 役 員 不動産営業本部長 駒 﨑 慶 夫
常 務 執 行 役 員 ロジスティクス営業本部副本部長（海外担当） 古 賀 保 馬
上 級 執 行 役 員 ロジスティクス営業本部営業管理部長 小 野 　 繁
上 級 執 行 役 員 横浜支店長 和 田 康 政
上 級 執 行 役 員 ロジスティクス営業本部国際営業部長 井 島 　 孝
執 行 役 員 引越営業支店長 宮 内 博 明
執 行 役 員 東京支店長 永 岡 照 久
執 行 役 員 神戸支店長 増 田 裕 宣
執 行 役 員 管理本部情報システム部長 津 田 巻 男
執 行 役 員 管理本部人事部長 梶 原 　 隆
執 行 役 員 管理本部総合企画部長 大 隅 　 毅
執 行 役 員 管理本部総務部長 工 藤 慎 二
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